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埼玉県立病院機構の各種事務に係るデータ入力等業務委託仕様書 

 

委託者地方独立行政法人埼玉県立病院機構（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）

との「埼玉県立病院機構の各種事務に係るデータ入力等業務委託」は、この仕様書に基づいて行

うものとする。 

 

1. 目的 

埼玉県立病院機構事務系システム（以下「当該システム」という。）に係るデータ入力等業務委

託は、甲職員からの届出申請を円滑に審査確認すること、利用者からの問い合わせに対し的確に

対応すること、円滑な当該システムの稼働及び運用に資することを目的とする。 

 

2. 履行期間 

業務の履行期間は、令和４年１月４日から令和６年９月 30日までとする。 

 

3. 履行場所 

業務の履行場所は、埼玉県庁衛生会館３階 埼玉県立病院機構本部等、甲が指定する場所とす

る。 

 

4. 業務日時 

原則として、祝祭日及び年末年始（１２月２９日～１月３日）を除く、月曜日から金曜日まで

の午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

 

5. 要件 

本件業務の履行は、業務委託契約書に定めるもののほか、業務委託仕様書に基づき行わなけれ

ばならない。また、当該業務においては、甲の制度、システムの操作及びその運用について理解

していなければならない。 

したがって、従事者は甲が提供する制度内容及びシステムの操作等の資料について、熟知して

おくものとする。甲が提供する資料等を乙が熟知するまでの期間については、甲乙協議の上定め

る。 

 

6. 業務に使用するアプリケーションソフト 

乙は、下記システム及びこれらに登録されたデータを使用して業務を行うものとする。なお、

これらのシステムを利用するにあたっての利用者アカウント及び権限設定については、甲が乙に

提供する。 

また、これらのアプリケーションソフトのほか、必要に応じて、甲の提供する機器に搭載され

たウイルス対策ソフトなどのアプリケーションソフトを使用することができる。本件業務の従事

者は、甲が定める情報セキュリティポリシー（埼玉県総務事務システム・健康管理システムを操
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作する際は埼玉県情報セキュリティポリシー）を遵守しなければならない。 

 埼玉県立病院機構総務事務システム 

 埼玉県立病院機構給与管理システム 

 埼玉県立病院機構旅費計算システム 

 非常勤職員給付システム（仮称） 

 埼玉県総務事務システム 

 埼玉県健康管理システム 

 

7. 業務内容 

「別紙_事務及び事務量一覧」のとおり。 

 

8. 定例会議 

（１） 乙は、甲との定例会議を毎月開催すること。 

（２） 定例会議では、甲が指示する項目について報告を行うこと。 

 

9. 週例報告 

（１） 乙は、本件業務の履行状況についてメール等簡便な方法にて概ね週１回甲に報告すると

ともに、甲と情報交換することで課題を共有し、業務に活用すること。 

（２） 週例報告では、甲が指示する項目について報告すること。なお、報告期間における作業

量（件数、時間等）の報告は必須とする。 

 

10. 業務量の見込み 

（１） 本件委託業務の契約期間における各月の業務量の見込みは、「別紙_事務及び事務量一覧」

のとおりとする。 

（２） 甲は、業務量の大幅な変更が見込まれる場合には、あらかじめ乙に協議するものとする。 

 

11. 監督員 

甲は、監督員を定め、書面をもって乙に通知するものとする。その者を変更したときも同様と

する。 

 

12. 要員の配置等に関する要件 

（１） 作業従事者 

(ア) 乙は、業務量の見込みに応じて必要な要員を配置しなければならない。 

     なお、１３人の配置を上限とする（管理責任者を含む。）。 

(イ) 乙は、受託した業務について、手待ち時間が生じることのないよう各業務を兼務させ

るなど効率的な配置をするよう努めること。 

(ウ) 乙は、本件業務の継続的かつ円滑な履行に支障を来さないよう、要員の配置に配慮し

なければならない。 
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(エ) 乙は、労働関係諸法令（労働基準法、職業安定法、最低賃金法、労働安全衛生法及び

雇用保険法等）を遵守するとともに、雇用者又は使用者として、要員等に係るこれら法

令上の一切の責任を負い、かつ、責任をもって労務管理を行うこと。 

 

（２） 管理責任者の配置 

   乙は、履行場所に責任と権限を有する管理責任者を常駐させ、次の事項等を行わせること。 

   なお、管理責任者は乙が雇用する正規労働者で、当該業務を遂行するにあたって支障がな

いと認められる能力を有する者とすること。 

(ア) 本件業務の履行に関わる要員を指揮監督するとともに、特別な委託事項の処理及び円

滑な業務の履行を管理し、甲及び監督員との連絡調整等に当たらせること。 

(イ) 業務の履行状況を把握し、監督員に定期的に報告すること。 

(ウ) 要員に対する指導、教育を行うこと。 

(エ) 下記 15に定めるモニタリングの実施 

(オ) その他本件業務の履行に当たり必要な事項 

 

13. 実施計画書の提出 

（１） 乙は、本件業務を履行するに当たり、あらかじめ、業務従事者一覧表を含む実施計画書

を甲に報告しなければならない。 

（２） 甲は、乙から提出された実施計画書に対して説明及び修正を求めることができる。 

（３） 乙は、（１）に定める実施計画書を、業務対象月の前月２５日までに提出するものとする。 

  ただし、令和４年１月分から令和４年３月分にあってはこの限りでない。 

 

14. 作業状況報告書の提出 

（１） 乙は、甲、乙双方の合意に基づき定めた期間、方法及び内容等で本件業務の作業状況等

について記した作業状況報告を、甲が認めた場合を除き、書面により報告しなければなら

ない。 

    なお、令和４年１月から令和４年２月分にあってはこの限りでない。 

（２） 前項の規定にかかわらず、乙は、甲から本件業務の作業状況等について報告を求められ

たときは、甲が指示する方法及び内容等により、これを報告しなければならない。 

（３） 甲は、作業状況報告について、必要な指示をすることができる。 

 

15. モニタリングの実施 

（１） 日常モニタリング 

(ア) 乙は、日々の業務が終了した際に業務日誌を記載し、甲の指定した期間ごとに提示し

なければならない。 

(イ) （ア）の規定にかかわらず、甲が業務日誌の提示を求めたときは、乙は速やかに提示

しなければならない。 

(ウ) 甲は業務報告書の提示があったときは、内容を確認し、又は必要に応じて実地に確認
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を行う。確認の結果、改善を要する業務内容があったときは、乙に是正の指示を行うこ

とができる。 

(エ) 業務報告書の様式は、契約後、甲と乙との協議の上策定する。 

 

（２） 定期モニタリング 

(ア) 乙は、その月の業務完了後、仕様書別紙 2「自己点検シート」により自己点検を行い、

契約書様式１「当該システムに係るデータ入力等業務実績報告書」の報告前に、甲へ提

出しなければならない。 

(イ) 甲は、自己点検シートの提出を受けたときは、速やかに確認の上、評価するものとす

る。 

(ウ) 甲は、確認を行う場合で、必要があると認められるときは、実地に確認を行うことが

できる。 

(エ) 甲は、自己点検シートの点検項目を変更することができる。 

 

（３） 業務改善モニタリング 

(ア) 甲は(２）の結果、業務改善が必要であると認めたときは、乙に口頭で改善部分を指示

し、「改善事項通知書」（契約書様式４）を送付し、乙に改善を求めることができる。 

(イ) 乙は、前項の改善事項通知書を受け取ったときは、当該通知書に記載された内容の確

認及び業務の補正や手直し等を行わなければならない。 

(ウ) 乙は、前項の作業が終了したときは、「業務改善報告書」（契約書様式５）を改善事項

通知書で指定された期日までに甲に提出しなければならない。 

(エ) 甲は前項の業務改善報告書の提出を受けたときは、速やかに確認の上、業務改善モニ

タリング結果通知書を乙に送付するものとする。 

 

16. 貸与資料等の管理 

（１） 乙は、貸与資料等の一覧表を作成しなければならない。 

（２） 乙は、貸与資料等及び甲に帰属した作業中データ及び成果物を、甲の承諾を得ずに、甲

の指示する目的以外に使用し、又は第三者へ提供してはならない。 

（３） 乙は、甲の承諾を得ずに、貸与資料等及び甲に帰属した作業中データ及び成果物を作業

場所から持ち出してはならない。 

（４） 乙は、契約が終了したとき又は貸与目的を達したときには、貸与資料等及び作業中デー

タを甲に返却し、又は甲の承認を得て破壊しなければならない。複製物及び貸与された資

料をもとに変更したものも同様とする。 

（５） 乙は、資料等を甲の承認を得て破壊した場合、確実に破壊した旨の証明を書面で甲に提

出しなければならない。 

（６） 乙は、資料等の保護・管理に必要な手続を作成し、貸与資料等及び作業中データを閲覧

できる者の制限等を行わなければならない。 
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17. 本人確認 

 乙は、本件業務の履行にかかわる要員が納入場所等に立ち入る場合、乙が用意する名札を常に

着用させるとともに、乙の要員であることを証するものを携帯させなければならない。 

 

18. 要員の教育 

（１） 乙は、本件業務にかかわる全要員に対して、本件業務を遂行するために必要な教育を行

わなければならない。 

（２） 乙は、教育に関する計画及び実施実績について甲に報告しなければならない。 

（３） 乙が行う教育には、データの取扱方法、事故時の連絡体制、個人情報の取扱方法を含ま

なければならない。特に特定個人情報の取扱方法については、関係法令等も踏まえて教育

すること。 

 

19. 作業上の権限 

 甲は、乙の要員に対し、本件業務の履行に必要な情報が登録された事務系システム等を利用す

るために必要な権限（ＩＤ及びパスワード）を付与するものとし、乙はこれを適切に管理しなけ

ればならない。 

 

20. 機器等の提供 

乙が受託業務を処理するに当たって、甲が指定する甲の機器を使用する場合は、その費用は甲

の負担とする。また、乙は当該機器の管理責任は負わない。 

 

21. 機器等の持ち込み 

乙は、書面により甲の許可を得た場合を除き、業務の履行場所に端末機器等を持ち込み、又は

持ち出してはならない。 

 

22. 機器等の管理 

（１） 乙は、甲から指定された機器等の管理を行う。 

（２） 乙は、（１）の機器等の盗難、破壊等の防止策を講じなければならない。 

（３） 乙は、業務の履行場所に自ら持ち込んだ機器等についても同様の措置をとらなければな

らない。 

 

23. 機器及び納品物のウイルスチェック 

（１） 乙は、定期的に、本件業務を履行するために使用するコンピュータ等の機器に対するコ

ンピュータウイルスチェック及びアップデートを行わなければならない。 

（２） 乙は、甲に対して納品する電子データがコンピュータウイルスに感染していないことを

保証しなければならない。 

 

24. 管理規定 
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（１） 乙は、本件業務の実施について以下の規定を定めなければならない。 

(ア) セキュリティ事故の場合の連絡体制 

(イ) 甲から提供された資料等の保管方法及び責任者 

(ウ) 甲から提供された資料等を利用できる者の名簿及び管理責任者 

(エ) 甲から提供された資料等の利用記録の管理方法 

(オ) 本件業務の実施において作成された資料等（データ、ドキュメント、出力帳票、入力

帳票、プログラム、設定ファイル、ログ等）を利用できる者の名簿及び管理責任者 

(カ) 本件業務の実施において作成された資料等の利用記録の管理方法及び管理責任者 

(キ) 甲から提供された資料等及び本件業務の実施において作成された資料等の返却又は破

壊方法並びに返却・破壊管理者 

(ク) コンピュータ等の機器の管理方法及び責任者 

(ケ) コンピュータウイルス対策 

（２） 乙は、甲からの請求があった場合、（１）により定めた規定を速やかに提示しなければな

らない。 

 

25. 検査権 

（１） 甲は、乙が行う本件業務に関して、口頭、書面及び立入りにより検査を行うことができ

る。 

（２） 乙は、甲からの検査要求及び甲からの指示に対して誠実に協力しなければならない。 

 

26. 納入成果品 

（１） 乙は、成果品として、定期モニタリングまでに、次のものを甲に納入すること。 

(ア) 「当該システムに係るデータ入力等業務実績報告書」（契約書様式１）及び契約書様式

１が定める書類 

(イ) 本業務にて作成した委託事務に係るマニュアル等（詳細は甲、乙協議の上、決定） 

 

27. 協力会社等に対する責任 

（１）  乙は、本件業務を実施するに際して自社以外の企業、個人等（以下「協力会社等」とい

う。）を利用する場合又は協力会社等の要員が従事する場合は、協力会社等に対して本契

約の定めを周知・指導しなければならない。なお、事前に甲の書面による承認を得ること。 

（２）  協力会社等の行為は、乙の行為とみなす。 

 

28. 業務スケジュール概要 

 本業務は、図表 1に示すスケジュールにて実施すること。 

 なお、業務準備期間については、乙がデータ入力等業務を実施するにあたり、業務手順の整理

やマニュアル作成等を実施する期間を想定している。 
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図表 1 業務スケジュール 

 

（１） 業務準備期間では以下の業務を行う。 

(ア) 乙は契約後、令和４年３月 31 日までの、「4.業務日時」において、令和４年度以降の

本番役務の委託事務が円滑に実行可能なように、管理責任者を配置し、職員等から業務

の引き継ぎ・研修を受けるものとする。 

(イ) 甲が提供するマニュアル等を基に、委託業務の内容に係る各種システムの操作方法、

届出確認の方法、審査基準、甲への報告内容及び方法等について十分な理解を図ること。 

(ウ) 甲のニーズに応じた適切な対応ができるよう準備すること。 

 

29. 業務引継 

（１）前契約者からの業務引継期間中の業務は次のとおりとする。 

   ただし、前契約者が本契約の相手方である場合はこの限りでない。 

  （ア） 引継期間（令和４年３月１日～令和４年３月 31日）中、４の業務日時の全日、全時 

    間、管理責任者を配置し、前契約業者から引き継ぎを受けるものとする。 

  （イ） 甲及び乙が開催する定例会議等に同席し、最新の留意点を把握すること。 

  （ウ） 前契約業者からの引継資料を基に、委託業務の内容に係る各種システムの操作方法、 

    届出確認の方法、審査基準、甲への報告内容及び方法等について十分な理解を図ること。 

（２） 委託期間終了前１か月の期間は、次期契約業者に対する業務引継期間を兼ねるものとする。   

   （ア） 乙は、業務引継期間中、「4.業務日時」の業務日時の全日、全時間、次期契約業者に対 

        し引き継ぎをしなければならない。 

   （イ） 乙は、業務引継期間の末日までに、引き継ぎに必要な資料を甲に提出するとともに、 

    新たな受託業者が委託業務を円滑に遂行できるよう引き継ぎをするものとする。業務引 

    継書はあらかじめ乙が作成し、甲の承認を得ること。ただし、引き続き本業務を受託す 

    る場合は、この限りでない。 

   （ウ） 乙は、契約期間終了後も当該業務の円滑な運用に対し、誠意を持って協力するものと 

    する。 

 

30. 環境整備及び保持 

（１） 乙は、業務実施場所等を常に整理整頓し、清潔な状態に保つこと。 

（２） 乙は、乙の要員の教育指導（必要な来訪者対応に関する教育を含む。）に万全を期するこ

と。また、乙の要員の風紀及び規律の維持に責任を負い、職場秩序を保つこと。 

 

31. 負担区分 

（１） 甲負担分 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

業務準備期間

データ入力等業務

業務
令和３年度 令和４年度及び令和５年度 令和６年度
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(ア) 本件業務にかかわる要員の使用する執務机、PC、椅子、電話、ＦＡＸ、コピー機、更衣

ロッカー及び 20に規定する機器等 

(イ) 本件業務の履行上必要な事務用品及び郵券 

(ウ) 本件業務の履行上必要な電力、ガス、上下水道及び電話回線の使用料金 

（２） 乙負担分 

(ア)上記 31（１）に掲げるもの以外のものすべて 

 

32. その他 

（１） 乙は、本件業務の履行に当たり、契約書、仕様書及び甲から提出された資料等に明記さ

れていない事態が発生した場合は、乙の管理者と甲が協議するものとする。 

（２） 乙は、本件業務の履行に係る細部事項等について、甲より協議の要請を受けた場合は、

速やかにこれに応じるものとする。 

（３） 契約期間中に法令変更等で大幅な業務量の増減が生じる場合は、甲、乙協議の上、契約

変更を行うものとする。 


